
                              

令和２年５月１５日 

国立大学法人秋田大学 

東日本高速道路株式会社東北支社 

 

国立大学法人秋田大学とＮＥＸＣＯ東日本東北支社との 

産学連携推進に関する協定の締結について 
 

国立大学法人秋田大学（秋田県秋田市）とＮＥＸＣＯ東日本東北支社（仙台市青葉区）は、「組織的

な産学連携推進に関する協定」を令和２年５月１５日に締結しました。 

  

１ 協定締結の経緯 

   秋田大学とＮＥＸＣＯ東日本東北支社は、これまで高速道路に関する各種技術的課題に関する委員

会・技術検討会などで連携してきました。今般、これまでの連携体制を組織的・継続的に発展させていく

ために、本協定を締結することとなりました。 

２ 協定の概要 

（１） 協定名 

国立大学法人秋田大学と東日本高速道路株式会社東北支社との組織的な産学連携推進に

関する協定書 

（２）締結目的 

両者が緊密な連携協力を推進することにより、研究成果の社会への還元を促進するとともに、

学術研究の振興、人材の育成に資することをもって、相互の発展と社会および地域への貢献を 

図ること 

（３）連携内容 

・共同研究などの実施とこれに伴う研究者および技術者の相互交流 

・地域特性を活かした研究および研究成果の活用 

・教育・人材育成の推進および相互支援 

・その他、本協定の目的を達成するために必要な事項 

３ 締結者コメント 

   （１）秋田大学 学長 山本 文雄 

この度の協定締結により、ＮＥＸＣＯ東日本との関係構築を更に深め、現在、本邦で問題となってい

る道路施設の老朽化等の課題解決に寄与するとともに、秋田の地域特性を考慮した道路施設の防

災・減災に関する研究・教育協力体制の構築、ならびに高速道路施設の利活用など理工分野に限

定しない地域振興に関する共同研究等の推進に貢献してまいります。 

（２）ＮＥＸＣＯ東日本 執行役員 東北支社長   八木 茂樹 

この度の協定締結で、秋田大学との連携・協力の更なる強化を図ることにより、秋田大学の知の集

積を高速道路の安全性・快適性の向上、維持管理の効率化につながる研究に活かすとともに、地域

の人材育成などに貢献していきたいと考えています。 

 

 

 
NEWS RELEASE 



 

（１）秋田大学におけるこれまでの連携・協力協定 

  現在、自治体１６件、大学９件、その他企業等１７件の連携・協力協定を締結しています（別紙２）。 

このうち、組織的な産学連携推進等に関する協定を締結している主な企業などは以下のとおりです。  

 企業等名 締結時期 目的 

① (株)秋田銀行 平成１８年７月 双方の知的・人的資源等を有機的に活用し、地域の

発展と産業振興等に寄与 

② (株)北都銀行 平成１８年１０月 双方が保有する研究成果等を相互活用し、地域経済

の活性化と地域社会の発展に貢献 

③ (株)商工組合中央

金庫秋田支店 

平成１８年１２月 地域の産学連携の推進、地域中小企業等および地域

社会の発展に貢献 

④ (株)日本政策金融

公庫秋田支店 

平成１９年３月 地域の産学連携の推進、地域中小企業等および地域

社会の発展に貢献 

⑤ ＤＯＷＡホールディ

ングス(株) 

平成１９年７月 次世代技術の開発、科学・技術の振興、地域社会へ

の貢献および研究者・技術者の交流等 

⑥ （株）わらび座 平成２０年９月 それぞれの資源や機能等の活用・相互協力し、地域

文化の振興および地域社会の発展に寄与 

⑦ 美郷町商工会 平成２３年１１月 産学連携の推進、地域の企業等および地域社会の発

展に寄与 

⑧ 大仙市商工会 平成２４年１月 産学連携の推進、地域の企業等および地域社会の発

展に寄与 

 

別紙１ 



（２）ＮＥＸＣＯ東日本におけるこれまでの連携協定 

現在、７つの大学と連携協定を締結しています。 

ＮＥＸＣＯ東日本東北支社が大学と連携協定を締結するのは、東北大学に続き２例目です。 

 大学名 締結時期 締結組織 目的 

① 東京大学 平成２３年１月 本社 双方の資源を有効活用した研究及び研究

計画立案等の業務の推進および情報社

会基盤に関する研究における技術情報お

よび関連情報の交換 

② 東北大学 平成２６年３月 東北支社 両機関の研究開発能力・人材・設備の 

相補的な活用および研究者や技術者の

育成の推進 

③ 東京海洋大学 平成２７年３月 関東支社 各機関の研究開発能力・人材・設備を 

相補的に活用することにより、東京湾アク

アライン等に関する研究や研究成果の 

社会活用を促進 

④ 北海道大学 平成２７年６月 北海道支社 より一層の交流・連携を通し、先端技術に

関して現場活用の実施可能性の追求、幅

広いノウハウによる課題解決を行っていく 

⑤ 横浜国立大学 平成２７年１２月 関東支社 両機関の研究開発能力・人材・設備の相

補的な活用および高速道路の防災および

リスクマネジメント分野における連携 

⑥ 埼玉大学 平成２８年１月 関東支社 両機関の研究開発能力・人材・設備の相

補的な活用および高速道路の維持管理・

更新技術など相互協力可能な分野におけ

る産学連携 

⑦ 新潟大学 平成３０年３月 新潟支社 研究成果の社会への還元の促進、学術

研究の振興、人材の育成を行い、相互の

発展と社会・地域への貢献 

 

 



別紙２


